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平成23年３月に発生した東日本大震災では、行政による「公助」の限界が明らかになり、「自助・共

助」の強化の必要性が明らかになった。これを踏まえ、平成25年６月に災害対策基本法が改正され、事

業者の事業継続に関する規定が明確化されたほか、地域住民及び事業者によるコミュニティレベルでの

自発的な防災活動に関する「地区防災計画（CDMP）制度」等が盛り込まれた。 

現在、地域防災力向上の観点から、地域住民及び事業者が自発的に行う防災活動が注目されているが、

その際には、即時性、拡散性、双方向性等の特徴を有するICTの活用が一つの課題となっている。 

現在、首都直下地震、南海トラフ地震等の発生が危惧されているところであるが、地区防災計画（CDMP）

との関係を中心に、地域防災力・共助とICTの在り方について、内閣府の「地区防災計画ガイドライン」

（2014年３月公表）等を踏まえ検証を行う。 

 

The Great East Japan Earthquake in 2011 caused massive damage to wide area and revealed 

the limit of “Public-Help” efforts made by national/local governments. In the wake of the Great 

East Japan Earthquake, some voluntary activities by residents and businesses in certain areas 

of municipalities (“Local Residents”) held from the views of “Self-Help” and “Mutual-Help” 

in collaboration with such municipalities were also confirmed. The FY2013’s revision to the 

Disaster Countermeasures Basic Act allowed each municipality to include “Community Disaster 

Management Plan” that defines disaster community-level management activities suited to the 

characteristics of each area, in order to promote such voluntary disaster management activities 

as well as disaster management capabilities in local communities in a bottom-up approach. This 

report analyzes the change in attitude of the supporters and the supported people based on the 

“Questionnaire Survey on Support Activities in the Great East Japan Earthquake”, and 

“Community Disaster Management Plan” based on the Disaster Countermeasures Basic Act . 
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第１章 はじめに 

１ 本研究の目的 

2011 年３月の東日本大震災では、我が国観測史上最大の巨大地震とそれに伴う津波や原子力発電施設

の事故により、広域にわたって未曾有の大規模災害が発生した。 

東日本大震災での死者・行方不明者は約１万 9,000 人であり、1995 年の阪神・淡路大震災の死者・行

方不明者数約 6,400 人を大きく上回った。 

この東日本大震災では、広域にわたって大規模な被害が発生した場合、行政自体が被災し機能が麻痺

する場合もあり、行政による被災者支援等には限界があること（公助の限界）が明らかになった。 

このような公助の限界を受け、地域住民自身が自分の身を守る（自助）とともに、地域コミュニティ

において、地域住民同士が助け合って、行政等と連携しつつ、避難したり、避難所等を運営すること等

自発的な共助による防災活動に注目が集まった。 

このような共助の役割の重要性を踏まえ、2013 年の災害対策基本法改正において、共助に関係する規

定が多く盛り込まれた。 

特に地域コミュニティの住民及び事業者による自発的な防災活動が大きな役割を果たすようになっ

たことから、地域防災力（地域防災力については、矢守（2011）、鍵屋（2005）３頁参照。雪対策を例

に地域コミュニティの共同性について分析したものとして田中（2007）227 頁以下参照。）強化の観点か

ら、地域コミュニティの住民及び事業者によるボトムアップ型の自発的な防災活動に関する計画である

「地区防災計画制度」が新たに創設され、2014 年４月から同制度が施行された。 

この「地区防災計画制度」では、地域防災力向上の観点から、地域コミュニティにおける自助・共助

による防災活動を活用することの重要性が強調されるようになっているが、自助・共助による防災活動

を活用するためには、即時性、拡散性、双方向性等の特徴を有する ICT（Information and Communication 

Technology）の活用が一つの課題となっている（内閣府（2014）34 頁以下参照）。 
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現在、首都直下地震、南海トラフ地震等の大規模広域災害の発生が危惧されているところであるが、

地区防災計画（CDMP）との関係を中心に、地域防災力・共助と ICT の在り方について、内閣府の「地区

防災計画ガイドライン」（2014 年３月公表）等を踏まえ検証を行う。 

 

２ 先行調査 

 共助と防災に関する先行調査としては、東日本大震災前の事例であるが、いくつかの調査が存在して

いる。 

まず、内閣府（2010）１頁以下では、防災白書の特集として、阪神・淡路大震災で注目された民間を

主体とした防災活動の広がりについて紹介するとともに、地域防災力、ボランティア等に関するアンケ

ート調査結果を検証し、行政と共助の主体間の連携、継続的な共助による活動を可能にするための工夫、

地域の防災リーダーの育成等が地域防災力強化のために必要である旨指摘している。しかし、共助の災

害発生時の共助の活動について分析を行ったのみであり、ICT との関係、平時からの地域防災力と共助

の関係等については、具体的に検証されていない。 

また、内閣府（2013a）23 頁以下では、同じく防災白書の特集として、東日本大震災を受けての住民

の意識の変化、ボランティア、企業等の取組、消防団や自主防災組織の取組等について紹介しているほ

か、住民、自主防災組織、事業者等多様な主体が、地域コミュニティにおいて防災計画を作成したり、

自らが主体となって防災訓練を実施している具体的な事例を紹介し、多様な主体が連携して地域の防災

力の向上を図る重要性を指摘している。しかし、同じように ICT との関係については、一部総務省の関

係データが紹介されている程度であり、具体的に検証されていない。 

さらに、研究者等による分析としては、復興、防災等に関連したまちづくりを地域コミュニティと関

連づける研究はいくつか見られる（川脇・奥山（2013）146～154 頁、川脇（2011）175～187 頁、吉川

（2007）、立木（2007）４～19頁参照。また、関連して神戸市（2004）、兵庫県（2001）参照）が、東日

本大震災以降に ICT との関係を意識して、地域防災力と共助の関係を検証した例はないと思われる。 

なお、ICT とソーシャル・キャピタルに関する分析の中には、1995 年の阪神・淡路大震災でインター

ネットを通じて支援活動が活性化した事例、2008 年の四川大地震においてインターネットを通じて自発

的な救助活動が活性化した例がみられることを指摘し、ICT が防災分野における問題解決や社会参加促

進につながる可能性を指摘したものが見られるが、あくまでも一般的な指摘にとどまっている（隋（2011）

36 頁以下参照）。 

このように、先行調査の中には、ICT と地域防災力・共助の関係について具体的に検証された例はな

いと思われる。 

 

３ 分析の位置付け 

 上記を踏まえ、本稿では、まず、「第１章 はじめに」で本研究の目的、先行調査、分析の位置づけ

について明らかにする。 

その後、「第２章 地域コミュニティにおける防災活動と災害対策基本法の改正」において、地域防

災力と共助に関係に関係する主なデータや過去の事例について整理するとともに、それらを踏まえて

「地区防災計画（CDMP）制度」等 2013 年に改正された災害対策基本法の関係規定について紹介する。 

そして、「第３章 地域防災力・共助と ICT」において、内閣府（2013b）を基に東日本大震災におけ

る支援活動・受援活動と ICT の関係について整理するとともに、内閣府（2014）P34 以下を踏まえ、「地
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区防災計画（CDMP）」と ICT の関係について整理する。そして、これらを踏まえ、最後に、ソーシャル・

キャピタル的な観点から共助・防災と ICT の関係についてまとめを行う。 

なお、本稿における分析・意見等にわたる部分は、筆者達の私見である。 

 

 

第２章 地域コミュニティにおける防災活動と災害対策基本法の改正 

１ 消防団、自主防災組織及びボランティア 

従来、地域コミュニティにおける防災活動は、消防団、自主防災組織等によって担われてきたが、こ

れらの伝統的な組織は、その活動が縮小又は頭打ちの傾向にあるといわれている（内閣府（2013a）30

～31 頁参照）。 

例えば、消防団は、防災訓練等地域コミュニティに密着したきめ細かな防災活動を組織的に行ってき

ており、地域の防災活動の要として活躍してきたが、社会環境の変化や地域におけるコミュニティ意識

の希薄化等に伴い，団員の減少，高齢化等が問題になっている。 

また、地域の住民による自発的な防災活動組織である自主防災組織は、町内会や小学校区単位等で組

織されており、全国で約 15 万あるといわれており，組織による活動カバー率（全世帯数のうち、自主

防災組織の活動範囲に含まれている地域の世帯数）は 77.4％となっている。しかし、組織数及び活動カ

バー率の上昇は、近年緩やかであり、消防団と同様に社会環境の変化等により、その活動環境は厳しく

なっている（図表１参照）。 

 

図表１ 消防団員数及び自主防災組織数（出典：消防庁（2013）のデータを基に筆者作成） 

 

 

一方、阪神・淡路大震災の際に、全国から学生を中心とした 137 万人以上のボランティアが、被災地

において支援活動を行った（菅・山下・渥美編（2008）第１章、大矢根・浦野・田中・吉井編（2007）

第７章参照）。 

そして、東日本大震災の際にも、多くのボランティアが支援活動を実施した。岩手、宮城及び福島の

被災３県の災害ボランティアセンターを経由した活動者だけでも、2013 年 12 月までにのべ 133 万人を

超えている（図表２参照）。 

なお、東日本大震災が発生した 2013 年に災害ボランティア活動に参加した者は，431 万 7,000 人（2006

年比 227.0％増）とされている（総務省（2011）参照）。 
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図表２ 東日本大震災での災害ボランティア活動者の累計数（出典：全社協データを基に筆者作成） 

 

 

２ 災害時の地域コミュニティにおける防災活動 

 我が国だけでなく、世界的にも、発災直後や復興期に大きな役割を果たすのは、地域コミュニティに

おける共助による防災活動であるとの指摘があることから、ここでは主なものを整理しておきたい。 

まず、1995 年の阪神・淡路大震災では、倒壊した家屋から救出された人の約８割は家族や近所の人々

によって救出されており（内閣府（2010）参照）、復興においても、地域コミュニティの活動やボラン

ティア、NPO 等の市民相互の関係が相まって、被災者の生活再建、まちの再建等が進められた（なお、

神戸市（2004）、兵庫県（2001）では、ソーシャル・キャピタルが復興推進に大きな役割を果たした旨

指摘している。）。 

 また、2005 年にアメリカ南東部で発生したハリケーン・カトリーナからの復興に当たっても、市街地

の８割が水没・浸水したニューオーリンズ市の人口回復の状況が、ソーシャル・キャピタルの大きさと

相関しているともいわれている。 

そして、2008 年に中国で発生した四川大地震でも、倒壊した建物に閉じ込められた人の９割以上が家

族や近所の人々によって助けられ（赵(2011)、守・西澤・筒井・金（2014）参照）、地域コミュニティ

レベルで「一方有難、八方支援」という伝統的な互助の考え方のもとで、地域住民相互の助け合いが行

われ、地域コミュニティにおけるソーシャル・キャピタルが再生したといわれている（西澤・筒井（2014a）、

同（2014b）、同（2014c）、内閣府（2014）46 頁、川脇・奥山（2013）参照。なお、四川大地震時には、

発災後１ヶ月で 130 万人のボランティアが被災地にかけつけ、同年は中国における「市民社会元年」と

いわれている。）。 

なお、四川大地震後の中国の地域コミュニティである「社区」（中国の市・区の下部組織である街道・

鎮に属する自治組織であり、居民委員会という大衆的自治組織が管理している。）における共助による

防災活動も注目されている（守・西澤・筒井・金（2014）、史・王（2012）、李（2012）77 頁以下参照。)。 

 

３ 災害対策基本法の改正と地区防災計画制度の創設 

共助による支援活動が、災害時に大きな役割を果たすようになっていることから、2013 年の災害対策

法制の見直し においても、共助に関する規定が多く追加された。 
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まず、基本理念に、住民による防災活動、自主防災組織による防災活動等多様な主体による自発的な

防災活動に関する規定が盛り込まれた。この多様な主体とは、地域住民や自主防災組織のほか、ボラン

ティア、NPO、事業者等を含んだ概念である（第２条の２第２号）。 

また、行政とボランティアの連携に関する規定（第５条の３）、災害時に必要な事業活動の継続（事

業継続）に努めることを事業者の責務とする規定（第７条第２項）、行政と事業者との協定締結に関す

る規定（第 49 条の３）が盛り込まれたほか、地域住民の責務として、生活必需物資の備蓄や防災訓練

への参加等が明記された（第７条第３項）。 

さらに、地域コミュニティにおける自発的な防災活動を促進し、ボトムアップ型で地域における防災

力を高めるため、コミュニティレベルでの防災活動を内容とする「地区防災計画（CDMP）制度」に関す

る規定が盛り込まれた（第 42条３項）（なお、制度づくりに強い影響を与えた室崎（2005）では、防災

に強い都市づくりの課題について述べる中で、コミュニティレベルでの防災計画づくりを推奨してい

た。）。 

この「地区防災計画（CDMP）制度」は、地区の居住者及び事業者（地区居住者等）によって実施され

る防災活動を対象とした計画制度である。そして、注目されるのは、住民参加によるボトムアップ型の

仕組みを採用し、災害対策法制の分野で初めて「計画提案」の仕組みを採用したことであり、地区居住

者等は、自分たちで地区の特性に応じた計画の素案を作成して、市町村（防災会議）に対して、「地区

防災計画（CDMP）」を定めることを提案することができることになっている（第 42 条の２参照）（井上・

西澤・筒井（2014）、災害法制研究会編（2014）15 頁以下参照）。 

 そして、2014 年３月には、地区居住者等向けに計画作成を支援するために内閣府から「地区防災計画

ガイドライン」が出された。同ガイドラインによると、「地区防災計画（CDMP）」は、①地域コミュニテ

ィ主体のボトムアップ型の計画、②地区の特性に応じた計画、③継続的に地域防災力を向上させる計画、

という３つの特徴を持つ計画であり、地区居住者等が主体となって、地区の特性に応じて自由に計画の

内容を決めることができる計画であるとされている（西澤・筒井（2014a）、同（2014b）、内閣府（2014）

17 頁以下参照）。 

 なお、同ガイドラインは、内閣府（2013c）を踏まえて作成されており、事業者の事業継続マネジメ

ント（BCM）や事業継続計画（BCP）に関する考え方が取り入れられている。 

 

 

第３章 地域防災力・共助と ICT 

１ 東日本大震災における支援活動・受援活動と ICT 

先行研究では、ICT と共助・地域防災力の関係について具体的に分析した例はないと思われることか

ら、2013 年３月に、東日本大震災の被災地に対する支援活動を行った者（支援側）及び支援を受けた者

（受援側）に対して実施された内閣府（2013b）の調査のうち、ICT 関係に着目してデータを紹介する。 

なお、同調査では、全国の調査対象者 3,000 人のうち 59.5%の者が東日本大震災に関連して支援活動

を実施したと回答し、また、被災地の調査対象者 3,000 人のうち 33.3%が支援を受けたと回答している

（図表３参照。また、調査全体は、三浦・西澤・筒井（2013b）参照）。 
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図表３ 支援側の支援活動実施の有無と受援側の受援経験の有無（出典：内閣府データを基に筆者作成） 

 
 

支援側が実施した支援活動と受援側が受けたと感じている支援活動についてみると、「被災地に関す

る情報収集と発信（HP、ブログ、広報紙作成等）」が、受援側において支援側の３倍以上になっている

ことがわかる（図表４参照）。 

 これは、ICT を通した共助による支援活動が、被災地の受援側に対して大きな効果を発揮している可

能性を示している。 

 

図表４ 支援側が実施した支援活動と受援側が受けたと感じている支援活動 

（出典：内閣府データを基に筆者作成） 

 

 

 また、受援側の支援内容別の満足度を見ると、いずれの支援に対しても満足度は高くなっているもの

の、「被災地に関する情報収集と発信（HP、ブログ、広報紙作成等）」が最も高くなっている（図表５参

照）。 

 これは、ICT を通した共助による支援活動が、被災地の受援側に対して大きな効果を発揮し、また、

受援側にも高く評価されている可能性を示している。 
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図表５ 受援側の支援内容別の満足度（出典：内閣府データを基に筆者作成） 

 

 

 ところで、支援側において支援活動へ参加する契機となった情報源について見てみると、「インター

ネットのサイト、SNS 等」がテレビに次いで２番目にあがっている（図表６参照）。 

これは、新聞・雑誌の３倍以上であり、共助による支援活動の開始に当たり、ICT が大きな役割を果

たしていることがうかがえる。 

 

図表６ 支援活動の契機となった情報源（出典：内閣府（2013b）） 

 

 

 さらに、支援側及び受援側ともに、支援活動等共助の取組の活性化のために必要なこととして、「支

援側と受援側のマッチングの仕組み」をあげている（図表７参照）。 

 そして、ICT 等によって、支援側が行いたい支援活動と被災地での受援側のニーズを効率的につなぐ

仕組みが必要であるとされている（内閣府（2013b）30 頁参照）。 
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図表７ 支援活動等共助の取組の活性化のために必要なこと（出典：内閣府データを基に筆者作成） 

 

 

 このように、ICT が、支援側及び受援側の双方にとって重要な役割を果たしており、災害時に ICT を

活用して支援側が共助による支援活動を効率的に行うことができ、また、受援側が必要な支援を受ける

ことができる環境を作ることが不可欠になっていると考える。 

 

２地区防災計画（CDMP）と ICT 

前出の内閣府（2014）34 頁以下では、地区によって想定される災害にあわせて、災害情報の収集・共

有・伝達に利用する通信手段等を決め、発災時に迅速に対応できる体制を整えておくことが重要である

旨指摘している。その要点を紹介すると以下のようになる。 

 まず、防災活動を担う地区居住者等が、平常時から災害に関する情報を収集・共有し、また、地区居

住者間で伝達しておくことは、大変重要であり、正確な災害に関する情報を収集・共有・伝達すること

が重要であるとしている。 

また、災害関係の情報は、地区の実情や災害の種類により様々な内容となることから、発災時に伝達

すべき情報や情報伝達のための媒体・メディア等の手段を事前に決めておき、地区居住者等の間だけで

なく、防災機関等と共通の意識を持っておくことが重要であるとしている 

さらに、災害情報の収集・共有・伝達のために多様な ICT サービスが存在しているが、災害によって

は、ICT サービスのうちのいくつかが利用できなくなる場合も想定されることから、地区によって想定

される災害にあわせて、災害情報の収集・共有・伝達に利用する通信手段等を決め、いざというときに

迅速に対応できる体制を整えておくことが重要であるとしている（図表８参照）。 

さらに、東日本大震災での経験を踏まえ、行政、事業者等と連携して、携帯電話の位置情報、カーナ

ビ情報等のビックデータ（市販のデータベース管理ツールや従来のデータ処理アプリケーションで処理

することが困難な巨大で複雑なデータの集積物。）を各地区の地区防災計画の作成に活用したり、広域

的な視点から災害情報を共有するシステム等 ICT を発災時の迅速な防災・減災活動に活用すること（マ

クロ的視点、いわゆる「鳥の目」）のほか、SNS 等によって地区内でリアルタイムに共有される情報を活

用すること（ミクロ的視点、いわゆる「虫の目」）も必要であり、マクロ的視点及びミクロ的視点を組

み合わせた対応が重要になるとしている。 
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図表８ 通信手段の種類と特徴（内閣府（2014）より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 最後に～ソーシャル・キャピタル的な観点からの共助・防災と ICT～ 

 ここまで述べてきたように、発災時の共助による支援活動にとって、ICT は不可欠なものとなってお

り、また、首都直下地震、南海トラフ地震等の大規模広域災害に備えた自発的な防災活動や防災計画づ

くりにとっても、ICT の活用は重要な要素となっている。 

 ところで、発災時に ICT を効果的に活用し、「地区防災計画（CDMP）制度」等共助による防災活動を

活性化させることは、地域防災力を向上させ、住民の生活や事業者の活動等の維持・活性化につながる

が、ソーシャル・キャピタル的な観点から共助・防災と ICT を整理すると以下のようになる。 

まず、地域コミュニティにおいて、①人的なネットワーク、②お互い様の規範（互酬性）、③相互の

信頼関係の三つの要素を中心として、社会的な効率性を高めるものが「ソーシャル・キャピタル」であ

るが、「ソーシャル・キャピタル」を促進し、地域コミュニティにおける良好な関係を維持することが、

効果的な防災活動につながる可能性があるといわれている（井上・稲葉・中村・西土（2013）21 頁、田

中（2011）５頁、内閣府国民生活局（2005）３頁以下、山内・伊藤編（2005）１頁以下、内閣府国民生

活局（2003）、Putnam(1993) 56 頁以下、Coleman(1990)等参照。）。 

また、防災活動をきっかけとして「ソーシャル・キャピタル」が促進され、地域コミュニティの良好

な関係を構築したり、良好な関係にある地域住民が合意して、地域コミュニティの実情に応じたまちづ

くりを行うことにもつながる可能性がある（内閣府（2014）49 頁参照）。 

 そこで、「地区防災計画制度」を運用するに当たっては、「ソーシャル・キャピタル」と地域防災力の

双方が互いに高め合っていけるようなポジティブ・フィードバックな関係を地域コミュニティの中で構

築することが重要になると考える。 

 そして、ここまでの分析を踏まえるならば、ICT は、このポジティブ・フィードバックな関係を促進

するに当たり、欠かせない要素であると考える。 

 なお、「地区防災計画（CDMP）」のレベルが上がってくると、災害が起きた場合に、まちを作り直す方

法等について、地域住民の間で話し合うことが可能になるかもしれない（事前復興）。しかし、その際

には、災害の恐ろしさを喧伝するのではなく（田中（2013）では、「脅しの防災」が、防災力強化の観

点からは逆効果となる場合があることを指摘している。）、日常生活の中で身を守る活動を習慣づけるこ
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とを優先すべきであると考える（大矢根（2012）、大矢根（2007）参照。生活防災・結果防災とも呼ば

れる。）。この習慣づけに際しても、例えば、オンラインのゲームやアプリのような ICT 関連のサービス

が重要な要素となる可能性があると考える。 
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